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大学の正課科目で実施されるインターンシップでは，専門分野の社会での活用や更なる学修

への動機づけといった効果を重視した課題解決型のインターンシップが多く実施されている．

本稿では，企業アンケートの結果もふまえ，そうした課題解決型インターンシップの受入にか

かる企業側の認識と課題，「課題解決」の多様なイメージを整理し，企業と科目実施側の大学(教
員)との間に存在する問題の所在を明らかにした．そのうえで，問題の解消を図る実践的な手

段として，双方が協働して課題を設定・実施・検証するために開発したワークシートについて

報告した．成り行き任せではない，再現性をもって一定の質を担保できる課題解決型インター

ンシップの実現を狙いとするが，シートの実践的な活用及び評価・改善は今後の課題である． 

キーワード：インターンシップ，PBL，課題設定，企業，事前学習

1.はじめに

本稿は，令和3年度の新潟大学学長教育助成制度の採

択を受けて著者らが実施してきた，正課科目としての

課題解決型インターンシップ実施に関する課題の把

握・教育改善の取組，またそこからの考察を報告し，

読者の同様の実践に資することをその目的とする．本

稿でいう「課題解決型インターンシップ」とは，受入

先での見学・体験・講話等にとどまらず，受入先組織

内の業務・ミッションに関わる何らかの課題に焦点を

当て，その発見・解決プロセスへの学生の関わりを実

習に含んだインターンシップのことを指す．

なお，筆者らは学内の各組織で実践的なインターン

シップ科目等を担当しており，受入企業との課題調整，

インターンシップ実施，学生の指導など，各々の実践

をふまえた課題の共有や知見の抽出を行っている．

2.本取組の背景と問題認識

2.1. インターンシップ経験を活用して目指される教育

効果

新潟大学で「インターンシップ」をその名称の一部

に冠する科目は，学部・研究科開講のものを含め，令

和4年度では実質的に40科目程度が存在する．それぞれ

のシラバスにおける到達目標には，主に以下のような

内容が確認される．

A．自らの適性を知り，キャリア意識を醸成する 
B．学問分野と社会とのつながりを理解する 
C．更なる学修への動機づけを図る 
D．汎用的能力（コミュニケーション力，リーダー

シップ等）の必要性を理解し，力を向上させる

E．専門知識・技術の社会での活用について，実践

を通じて学びを深める 

近年のインターンシップの量的拡大・多様化を受け，

経済産業省・エティック（2013）では，インターンシ

ップの教育効果として「キャリア教育（汎用的能力育

成，適性理解）」「専門教育の実質化」「教養教育：社会

における関係性の理解（学ぶ・働く・生きるの繋がり

理解）」の3つの側面を挙げている．同様に松高（2021）
は，これまでの先行研究をふまえ，教育効果が「職業・

勤労意識の涵養」「職業生活への移行支援」「学習意欲

（の向上）・（学習の）深化」の3領域にまとめられると

した．

現状，インターンシップには多様な実習内容・期間・

実施主体が混在しており，経済団体・大学等の間では

現在進行形でその整理が図られているところである

（採用と大学教育の未来に関する産学協議会 2022）が，

大学の正課科目として実施されるインターンシップで
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図１ インターンシップ受入にあたっての懸念 

（複数回答） 

は，特に先述のC・Eのような効果を重視し，数週間～

数ヶ月の期間を設けた企業（自治体・団体）の課題解

決型のインターンシップが多く実施されている（本学

では筆者らの開講する科目「課題解決型インターンシ

ップ」「国際テクノロジー・グループワーク・インター

ンシップ」など）．

こうした科目では，インターンシップ経験を通じ，

その主専攻のディプロマ・ポリシーや開講する教員所

属組織のミッションと密接に関連した到達目標を学生

が達成することが期待される．ただインターンシップ

自体が，学生の経験としても教員の業務としても非日

常的なものであるが故に，新奇性のある出来事への対

応や様々な調整業務に追われ，本来目指そうとした教

育効果実現のための指導・対応にまで十分手が及ばな

い事態も生じている．更に，実際のインターンシップ

中のどのような機会や活動，学生自身の行動，教員の

フォローがその目標達成に対して有効に機能するのか

という問いに対しては，必ずしも関係者の認識が一致

しない現状がある．

2.2. 受入企業側の認識と課題 
インターンシップの受入側には，多くの場合，企業

課題に対するアウトプット以外にも，学生の受入によ

って期待するより率直なメリット（採用活動を見越し

た自社の認知度向上，意欲ある学生との接点形成など）

が存在するが，本稿ではその点には踏み込まない．あ

くまで教育目的に沿った学生の学び・向上の観点から，

受入先の何らかの課題解決プロセスへ寄与する過程を

学生の学習に組み込む場合に起こり得る困難や，企

業・大学教員双方の認識に焦点を当てる．

インターンシップの学生を受け入れる企業側では，

特に一定以上の長期間受入を行う場合に，学生に提示

する自社の「課題」に毎年頭を悩ませる例も多い．自

社の業務・課題のどこを切り出し，どのようなアウト

プットを学生に期待するか，学生のレディネス・授業

の教育目的と照らし合わせながら課題を設定し，実際

に取組ませていく作業は，必ずしも容易なものではな

い．こうした過程が負担となり，それを許容するだけ

の企業メリット・教育効果が不明瞭なことによって，

インターンシップの「負の循環」（企業・大学・学生の

各々にとってのインターンシップの位置づけが上がら

ない）が生じかねないことは，経済産業省・エティッ

ク（2013）でも既に指摘されている． 
この度，筆者らの取組では，そうした企業のインタ

ーンシップ受入に対する実感を探るべく，企業と大学

の仲介業務を行う地域のインターンシップ支援組織

（公益社団法人つばめいと）を通じ，企業へのアンケ

ートを実施した．以下ではその結果の一部を紹介する． 

＜アンケート実施概要＞ 

■実施時期：2021年11月

■実施方法：WEB上の回答フォームでの回答

■対象：インターンシップ支援組織の協力企業（新潟

県燕市）の経営者・社員52名 

■結果：回答者28名（回答率 54％）

アンケートでは，これまでのインターンシップ受入

経験の有無，その実習内容のタイプ（就労体験型，課

題解決型など）に加え，受入にかかる社内の担当部署，

受入の際に懸念すること，期待する大学教員の役割な

どを主に選択式の設問で尋ねている．回答28名のうち，

大学生のインターンシップ受入経験ありが24名（86%），

課題解決型のインターンシップ実施経験ありが18名

（64%）となっている． 

「インターンシップ受入の際に懸念すること」（図1）

では，「（受入のための）社内の人的資源の確保や支援」

が最も多く選択され，7割以上の企業が挙げている．ほ

か回答の多い順に「学生の事故やケガ，その補償」「（受

入の）費用対効果」「研修メニューの検討」が続くが，

課題解決型インターンシップ実施経験ありの回答者

（18名）に絞って見ると，「研修メニューの検討」を選

択した回答者は38.9％と，同項目が全体で二番目に多

くなっている．ここで言う「メニュー」には，学生が

取組む自社内課題の設定の問題が当然含まれていよう． 

続いて図2は，「課題解決型インターンシップにおけ

る大学の担当教員への期待」を，実施経験ありの回答

者にのみ尋ねた結果である．「研修メニュー作成のアド

バイス」「学生の興味関心等の情報（の提供）」「研修内
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容に関連する技術・知識（の提供）」「学生のメンタル

ヘルスケア」の各内容について，教員への期待の程度

を5件法で回答を求めた．学生のメンタルヘルスケアを

除き，いずれの項目も「期待する」「ある程度期待する」

の回答が全体の70～80%程度を占めている． 

本調査で調査対象となった新潟県燕市の企業は中小

製造業が多く，本学工学部授業でのインターンシップ

も多く受け入れている．研修メニュー（課題設定）や

その研修内容に関連した技術・知識のアドバイスにつ

いて，大学教員へ相応の期待感をもっていることが読

み取れる．またこの度の調査対象企業においては，調

査実施の窓口となったインターンシップ支援組織の存

在感が非常に大きく，コーディネート経験の豊富な同

組織からの助言を研修メニュー作成の際に参考にした

と回答した企業も多かった．この傾向は同地域の特徴

と考えられるが，一方で，特に受入経験の浅い中小企

業では，こうした中間支援組織が介在しない場合，な

おのこと大学教員に寄せる期待は大きなものとなろう．  

2.3. 多様な「課題解決」の局面

ここで改めて，課題解決型インターンシップと称す

る時の「課題解決」という言葉でイメージされるもの

が何かを考えてみたい．近年，インターンシップや地

域でのフィールドワーク等で「課題解決」やそれに類

似した名称が多用されているが，一般的に言っても「課

題」が解決に近づくプロセスには様々な局面がある．  

実際のインターンシップ事例から抽出される「課題

解決」を，そのパターンによって類型化すると，主に

以下の4つに整理できる． 

2.3.1 課題自体を見つける（定義する）

関係者へのヒアリングやデータの分析等を通じて現

状を把握し，解決に向けて焦点を当てるべき課題自体

を見つける（定義する）ことを目指す．石田（2019）

の事例でも，課題探索の過程を実習プロセスに組み込

み，企業担当者とすり合わせながら取組むべき課題を

決定する手法に企業・学生からの高い評価が与えられ

ている．ただこの方法を採用するには，一定程度長期

の取組期間や学生の深いコミットが必要とされよう． 

またインターンシップに限った話ではなく，問題志

向型の学習の理論的基礎に基づいたProblem-Based 

Learning（PBL）を論じたAnnie,A.,J. et al.（2019）

でも，明確に課題が定義されていない複雑な現実を学

習プロセスの出発点として位置づけることが，実践の

第一原則として示されている． 

2.3.2 大きな（漠然とした）問いを与えて，広く提

案や考えを求める 

例えば自社の資源を用いた新商品・サービスの提案，

ある地域の特色を活かした地域活性化に向けた提案な

どである．課題設定・提示にそれ程労力を要せず，場

合によっては最後の提案（発表）に至るまで，特にそ

の課題に関するコミュニケーションを中間で行わない

といったこともある．グループでの取組など，多人数

の学生にも対応しやすい形態と言える． 

2.3.3 具体的な業務課題に対する現実的な提案や改

善策の検討・検証 

より具体的な困りごとやニーズに対して現実的な解

決策を考えるもので，多くの場合，現状把握や情報収

集を重ねつつ，社員への報告・フィードバックを繰り

返しながら，提案や改善策の精度を高めていくプロセ

スをたどる．課題テーマと学生の学修内容のマッチン

グによっては，専門で学ぶ技術・知識の社会での活用

をおおいに意識し，学びを意味づける機会となろう．

企業側としては，結果としての提案そのものもそうだ

が，そこに至るまでに学生が収集した情報やその情報

収集の手段自体に価値を見出す場合もある． 

2.3.4 解決策の実行（作成・発信）と評価

企画を実行する，ツールを現場で活用してみる，社

外に情報を発信する，モデルを設計する等，実際に何

らかのアクションを起こし，フィードバックを得て，

その解決策の有効度合いを評価するステップである．

アクションの内容には様々なパターンがあるが，ここ

で業務上一定のクオリティを求めざるを得ないアウト

プット（成果物）をその対象としてしまうと，関わる

図２ 課題解決型インターンシップにおける大学の担当教員への期待 
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学生の学びを置き去りにしかねない場合がある． 

以上，インターンシップにおける「課題解決」のあ

りようを4つの類型で見てきたが，もちろん，各インタ

ーンシップの内容がこのどれかの類型に必ず当てはま

るということではなく，実習期間中の時期によっても

局面が異なる等，複数の要素が混じり合って1つの実習

を構成していることが多い． 

2週間であれ半年間であれ，いずれにせよ時間的な制

約のある学生の正課内での取組において，「課題解決」

のどの局面に焦点を当てるかは，その科目の到達目標

や学生のレディネスによって当然異なってくる．科目

の担当教員は，実際の課題設定やそれに取組むプロセ

スが教育の枠組みの中で適切なものとなるよう，受入

先との対話の中で調整を行う必要がある． 

2.4. 問題の所在

ここまで，課題解決型インターンシップをめぐる大

学と企業双方の認識や取組み方の実際を確認してきた．

効果的に機能すれば高い教育効果をもたらすことが期

待される教育実践である一方で，そのためには，学生

を受け入れる企業側・送り出す大学（教員）側双方の

認識の共有と相応の準備・マインドセットが必要とな

ることは明らかである．こうしたインターンシップを

継続的に実施していくうえでの問題の所在を改めて整

理すると，以下のような点が挙げられるのではないか． 

■インターンシップで扱う「課題解決」に関する企業

－教員間（関わる複数の教員間）での期待値のズレ，

理想と現実のギャップ

■その「課題解決」プロセスを通じ，学生に本来身に

付けさせたいことのための教員の対応，受入企業と

の認識共有の不徹底

■学修目標達成のために教員側が行うべき働きかけの

場当たり的な対応

3. 本取組でのワークシート開発

3.1. 目的とシートのねらい

前章までで述べた背景をふまえ，正課科目として課

題解決型のインターンシップを実施するうえで，課題

設定～実施～検証プロセスの一定の標準化を可能にす

るワークシートを開発することを取組の目的とした．

先行研究では，受入企業と大学の教員が協働でインタ

ーンシップ・プログラムのフォーマットを開発すると

いった取組が松坂ほか（2019）でも報告されているが，

課題解決型のインターンシップに焦点化したものでは

なく，本ワークシートとは趣旨が異なる． 

実際に作成したワークシートの一部を図3および図4

に示す．シートは，それを材料とした企業－教員間の

対話を促進することが最大の目的であり，いずれかの

立場で一方的に書くことを想定したものではない．紙

幅の関係上ここでは示さないが，シートの構成として

は，初めに企業側のインターンシップ受入意図・期待

値と大学側の教育のねらい・参加学生のレディネスを

確認するパートがあり，続いてこの図3となる．

図3のシートは，企業側の受入の背景や課題の構造を

共有し，課題解決プロセスのどういった局面でのアウ

トプットを学生に求めるのが適切か，教育目的と実施

条件に照らして教員側が共に検討するための手掛かり

となる．図4のシートでは，授業の到達目標と，そこに

至るための実習中の取組プロセスとをどう関連づける

か，望ましい学習行動・課題解決行動をどう想定し，

学生に意識させるか，成り行きに任せない意図を持っ

た教員の働きかけ（フィードバック）のためにどうい

った指針を持つかを具体的にイメージする．具体的な

「行動」に着目した目標設定・リフレクション・他者

からのフィードバックが学生の変容に重要であること

は，高澤・河井（2018）でも指摘されている． 
これらのシートはまた，参加する学生への適切な事

前指導のための材料ともなろう．加えてシートを通じ

て企業と教員がお互いの意図を言語化し，理解を深め

ることは，両者の信頼関係構築の契機となるだけでな

く，インターンシップ実施後において，設定した双方

の目標や期待値を前提にインターンシップの成果を検

証し，改善の対象となるプロセスを視覚化しておくこ

とにも繋がる．

3.2．シートの活用シーンと期待される効果 
シートの具体的な活用場面を整理したもの（一部抜

粋）が表1である． 
インターンシップ実施前の段階では，企業‐担当教

員間での上述した課題イメージの確認の他，企業内で

大学との窓口部署と学生受入部署が異なる場合には，

部署間・担当者間で認識を共有するためのツールとな

る．また学生に向けた事前学習の場面では，学習の到

達目標と関連させて，実習中の望ましい学習行動を学

生に意味づけて伝えることがより容易になる．

インターンシップ実施中においては，進捗状況をモ

ニタリングする中で様々な想定外の事態が起こること

も珍しくないが，学生が自らの取組状況（行動の記録）

をリフレクションしたり，企業担当者・教員がフィー

ドバックを行う際の指針として，シートが機能し得る． 
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事後には，課題設定から含めた取組の全体を検証し，

期待した「課題解決」の達成度，課題・アウトプット

設定の適切さ，取組プロセスで効果的だった／不足し

ていた要因などを検証するための出発点として，当初

図３ ワークシート１ 

図４ ワークシート２ 
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実施前の想定を記したこのシートが活用できる．

繰り返すが，このシートはあくまで，インターンシ

ップに関わる企業・教員・学生の三者が必要な認識を

共有し，「課題解決」のためのより適切な取組と，その

過程を通じた教育目標の達成に向かうためのツールに

過ぎない．シートを記入すること自体が目的になって

しまっては本末転倒である．各々の授業科目の全体像

や学生・企業の状況に応じて，シートに含まれる個々

の要素が活用されることが望ましい．

いずれにせよ，教育プログラムとして行われる課題

解決型のインターンシップの一定の質の担保のために，

成り行き任せではなく，企業の特性・学生の性質に依

存し過ぎない，再現性をもった課題解決型インターン

シップの量的・継続的な実現に寄与することが本シー

ト考案の最大の目的である．

4. 今後の展望と課題

本シートの開発においては，当初β版を作成し，筆

者らの担当するインターンシップ科目での企業との打

合せ等で一部を活用しながら改善を図ってきたものの，

多様な課題のありようや条件の異なる授業での活用に

耐えうるものとして，検証がなされた段階ではまだな

い．より実践的な活用及び評価・改善は今後の課題で

ある．またインターンシップと称する取組に限らず，

学外機関と協働した多様なフィールドワークの授業等

においても本シートは活用可能と考えられることから，

まずは筆者が担当するそうした科目においても，今後

の活用と検証を行うことを見込んでいる．

さらにこの度の取組で，受入経験豊富な企業担当者

と意見交換を行った際には，社内の若手社員の教育に

おいて，類似の主旨のシートを用いているといった情

報も得られた．業務上の課題を同定し，取組プロセス

を一定の期間内で適切に設定していくという点では，

こうしたシートを用いて試行錯誤を重ねた課題解決型

インターンシップでの経験値が，企業での若手人材育

成の手法に役立つことも考えられる．引き続き，企業

側との意見交換を重ねつつ，発展の可能性を探りたい． 

謝辞

アンケートにご協力いただいた企業の皆様，公益社

団法人つばめいと様に深く感謝申し上げます．
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